
 
 

健疾発 1224 第 1 号  

平成 26 年 12 月 24 日  

一般社団法人日本病院会 御中 

厚生労働省健康局疾病対策課長   

                       （公 印 省 略） 

 

難病の医療費助成制度における患者負担の当面の取扱いについて 

 

 難病対策の推進につきましては、平素より格別の御協力をいただき厚く御礼申し上げます。 

さて、平成 27 年１月１日から施行される難病の患者に対する医療等に関する法律（平成

26 年法律第 50 号。以下「難病法」という。）に基づく新たな医療費助成制度（以下「新制

度」という。）については、現在、施行に向けた準備を進めており、各都道府県において患

者からの申請に基づき新制度における医療受給者証の交付等の手続が行われているところ

です。 

現行の特定疾患治療研究事業（以下「現行事業」という。）の対象として医療費助成を受

給している者（いわゆる既認定者。以下「現行事業対象者」という。）に対しても、新制度

の医療受給者証の交付の手続が進められているところですが、申請の時期によっては、平成

27 年１月１日以降に医療受給者証が届く現行事業対象者も一定程度見込まれているところ

です。（現行事業における医療受給者証の有効期限は通常平成 26 年 12 月 31 日となってお

り、新しい医療受給者証が届くまでの公費負担については通常都道府県からの償還払いとな

ります。） 

このような場合を念頭においた都道府県における対応について、今般、別添の通り、各都

道府県に周知を行ったところです。貴団体におかれましては、各都道府県から患者負担の当

面の取扱いについて管下の団体に、下記のような対応の依頼があった場合には、現行事業対

象者が新制度の下で円滑に医療機関（難病法に定める都道府県知事が指定する医療機関又は

薬局。以下同じ。）を受診できるよう、当分の間、貴団体の会員である医療機関において柔

軟に対応していただきますよう、会員各位等に対して周知いただきたく、御協力をお願いい

たします。 

 

記 

 

難病法の施行に当たり、新制度の医療受給者証を持参していない受診者については、医

療機関において現行事業対象者であることが確認できた場合には、各医療機関の判断により

当分の間（平成２７年１月診療分に係る期間）、現行事業対象者から医療機関に支払う患者

負担を一時的に猶予し、新制度の医療受給者証が提示された際に、改めて患者負担額の清算

手続を行うこと。 

 

＊ 上記中、「医療機関において現行事業対象者であることが確認できた場合」とし

ては、例えば、受診者が医療機関に対して現行事業の医療受給者証を提示した場合

や、医療機関が受診者に対して現行事業における公費負担を行ったことがある場合、

医療機関で受診者に係る臨床調査個人票（現行事業における診断書）を作成したこ

とがある場合などを想定。 



 

 
 

事 務 連 絡  

平成 26 年 12 月 24 日  

各 都道府県難病対策担当課 御中 

 

厚生労働省健康局疾病対策課   

 

難病の医療費助成制度における患者負担の当面の取扱いについて 

 

 難病対策の推進につきましては、平素より格別の御協力をいただき厚く御礼申し

上げます。 

さて、平成 27 年１月１日から施行される難病の患者に対する医療等に関する法

律（平成 26 年法律第 50 号。以下「難病法」という。）に基づく新たな医療費助成

制度（以下「新制度」という。）の実施に当たっては、現在、現行の特定疾患治療

研究事業（以下「現行事業」という。）の対象として医療費助成を受給している者

（いわゆる既認定者。以下「現行事業対象者」という。）について、各都道府県に

おいて特定の申請受付期日を設定し、その期日までに申請のあった者に対しては、

年内に医療受給者証が交付されるよう、必要な手続を進めていただいているところ

です。 

その際、期日を超えて申請のあった患者に対しては、基本的に医療受給者証が申

請者に届くまでの間、公費負担分を償還払いとする対応をとることとされています。 

一方で、一部の都道府県においては、申請の時期により、平成 27 年１月１日以

降に医療受給者証が交付される場合への対応として、制度の円滑な施行のため、医

療関係団体を通じて医療機関（難病法に定める都道府県知事が指定する医療機関又

は薬局。以下同じ。）に依頼をし、現行事業対象者に周知した上で、下記の対応を

とりたいと聞いているところです。 

当課としては、都道府県が地域の医師会等医療関係団体と調整するなど必要な対

応を行った上で、当該医療機関の判断により、患者負担の当面の取扱いについて、

下記のように対応することは差し支えないと考えております。 

その点について、今般、公益社団法人日本医師会をはじめとした医療関係団体に

協力を依頼したところですのでお知らせします。 

なお、各都道府県内において医療機関の協力を得て下記のような対応を行う場合

には、平成 27 年 1 月 7 日までに当課に情報提供していただくようよろしくお願い

いたします。 

記 

 

難病法の施行に当たり、新制度の医療受給者証を持参していない受診者について

は、医療機関において現行事業対象者であることが確認できた場合には、各医療機

関の判断により当分の間（平成２７年１月診療分に係る期間）、現行事業対象者か

ら医療機関に支払う患者負担の徴収を一時的に猶予し、新制度の医療受給者証が提

示された際に、改めて患者負担額の清算手続を行うこと。 

 

＊ 上記中「医療機関において現行事業対象者であることが確認できた場合」

としては、例えば、受診者が医療機関に対して現行事業の医療受給者証を提

別添 



 

 
 

示した場合や、医療機関が受診者に対して現行事業における公費負担を行っ

たことがある場合、医療機関で受診者に係る臨床調査個人票（現行事業にお

ける診断書）を作成したことがある場合などを想定。 

以上 


